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を故意に押 し付けるような行為を抑止すること

は,必ずしも ｢過酷｣ とまでは評価できない と

考える69)｡

(b)譲渡記録請求の無効

前記 (3-3)(b)で述べた ように,電子記

録債権の発生記録には戦痕がない場合であって

ち,①譲渡記録請求の時点ではAが当該電子

記録債権の債権者ではなかった場合や,②譲渡

記録請求時点にAが電子記録債権の真正な債

権者ではあったが,AまたはⅩによる譲渡記

録請求の意思表示に法的な畷痕がある場合には,

譲渡記録の効力は生 じないが,Ⅹは法 19条 1

項によって電子記録債権を善意取得する余地が

残されている｡

このうち(丑の年型の事例 (例えば,A-Ⅹ間

の電子記録債権譲渡の記録請求以前に,電子記

録債権の最初の債権者Aoか らAに電子記録

債権が譲渡された旨の譲渡記録がなされていた

が,このAo-A間の譲渡記録の記録請求にお

ける意思表示に通謀虚偽表示や無権代理人によ

る譲渡記録請求などがあり,譲渡記録が無効 と

されているなど)の場合,法 19条 1項により,

A-Ⅹ間の譲渡記録請求の時にAが電子記録

債権の債権者ではないことをⅩは知 らず,か

つ知 らなかったことにつきⅩには重過失 もな

かったことが証明 されれば,Ⅹは電子記録債

権を取得すると解することについて,特に問題

はない70)0

しか し②の類型の事例 (例 えばAによる譲

渡記録請求に要素の錯誤があった,A名義で

譲渡記録請求をしたのが無権限の使用人だった

等)の場合 も,Ⅹに譲渡記録請求の意思表示

に法的環痕があることについて悪意 も重過失も

ないことが証明されれば,Ⅹは法 19条 1項の

要件 を満た したものとして,法 12条 1項や表

見代理制度その他民商法上の善意者保護制度に

依拠することなく,電子記録債権を善意取得す

ることができると解 して良いだろうか｡

前述の通 り,法 19条 1項ただし書 きにおけ
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る悪意 ･重過失 とは,譲渡のための法律行為

(譲渡記録請求)に無効 ･取消事由その他消滅

事由があることについての悪意 ･重過失にまで

及ぶものとの解釈は,文言の解釈 としてはむし

ろ自然である71)｡ しか し既述の通 り,全銀型

記録機関の下では,電子記録債権の譲渡人 とな

る者は,譲渡記録請求 と併せて保証記録請求も

行い,譲渡 と同時に電子記録債権の電子記録保

証人 となることとされてお り72),例 えば譲渡

代金について第三者による詐欺的な行為があっ

たとか,参加金融機関のシステム-のアクセス

権限のない者がAに代わって不法にアクセス

をして電子記録請求を行ったなどの問題は,譲

渡記録請求についても保証記録請求についても

共通の塀症 となるのであるから,その法的処理

についても平氏を合わせるべ きであろう｡

すなわち,もしも保証記録請求について意思

表示の塀症や代理権の戦痕に関する民商法及び

法 12条 1項の規定を通用するのであれば,譲

渡記録請求についても同様に扱い,そうした畷

症については法 19条 1項では治癒せず,Ⅹが

債権を取得 し得るか香かも,法 12条 1項その

他民商法の善意者保護の規定の解釈によるもの

とすべきである｡ しかし,保証記録請求につい

て も (4-3)(b)で述べた ｢形式的行為説｣

を適用 して,保証記録請求に関する意思表示や

代理権の戦痕は認めず,詐欺や無権代理の抗弁

は人的抗弁に止まるものとするならば,譲渡請

求に関する意思表示や代理権の戦痕についても,

法 12条 1項及び民商法による善意者保護制度

の適用の可否にかかわらず,法 19条 1項によ

る債権の帰属の変動の主張を認めても良いこと

となろう｡

｢要綱｣では,譲渡記録請求 も保証記録請求

ち,発生記録請求 と同じく,システム上は電子

記録義務者 (譲渡 ･保証の場合には譲渡人 ･保

証人 となる者)が単独で請求 し,電子記録権利

者 (譲受人)が5営業 日以内に削除を請求 しな

い限 り,譲渡人 ･保証人の請求通 りの譲渡記録

及び保証記録がなされることになってお り73),
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譲渡記録請求や保証記録請求は譲渡人 (保証

人)が参加金融機関が提供するシステムを通 じ

て記録機関に対 して電子記録請求を送信するこ

とで一応完結 してしまい,その意思表示につい

ての戦痕や代理権の有無に関しては,システム

的に譲受人の関知 し得ないものとなっている｡

したがって,善意の譲受人保護の必要性は高い

し,また譲渡人の錯誤や,無権限の者によるシ

ステム-のアクセスの危険については,参加金

融機関が提供するシステム上の確認画面や認証

手続の整備で対応することが促されるべきであ

り,譲受人にその リスクを引き受けさせる必要

性は低いように思われる｡

したがって,全銀型記録機関の下では,譲渡

記録請求に関する意思表示の戦痕や代理権の戦

痕について善意かつ重過失のない譲受人は,法

19条 1項によって電子記録債権の善意取得を

主張 し得るものと解 して良い と考える｡

5.今後の課題

全銀型記録機関の下で発生 ･譲渡 ･保証 ･分

割 ･決済がなされる電子記録債権は,利用者が

参加金融機関の提供するシステムを通 じて発生

記録請求の意思表示を行 うことになっており,

電子記録債権に関する意思表示 と原因取引に関

する意思表示とを形式的に分離 して考えること

が容易である｡そのため,｢要綱｣に依拠 して

検討する限りでは,電子記録請求に関わる法的

畷痕の主張を電子記録債権行使の段階から排除

して,当事者間の人的関係に関わる法的問題 と

して処理するとい う解釈も容易に行えそうに思

える｡

しかし,そのような解釈が真に妥当であるか

は,実際にどのようなシステムが構築され運用

されるかにかかっている｡特に,各参加金融機

関が顧客 との間でどのような内容の契約を締結

し,また実際にどのようなシステムを提供 し,

システム運用をどのように行 うのかによって,

あるべき解釈が全 く異なることとなる可能性は

十分にある｡本稿では,商業手形 と同等の機能

を有する電子記録債権を提供するものとしてシ

ステムが構築 ･運用されることを前提 として考

察をしてきたが,例えば手形貸付 と市場型間接

金融 とを組み合わせるようなシステム運用が主

流 となるのであれば,おそらくは本稿の考察は

かなり的外れなものに終わることとなろう｡す

なわち,参加金融機関自身が最初の債権者 とし

て,顧客への与信手段 として電子記録債権の発

生記録をなし,分割記録の制度を用いるなり,

SPEを用いるな りして流動化 (証券化)させ

ることで与信 リスクの分散を図るような利用法

を採用するのであれば,商業手形 と同様の ｢原

因関係｣を想定 し,当事者毎の善意悪意等の個

別的事情を考慮 した法的問題の処理の仕方は適

切ではなく,むしろ社債の発行 ･流通に頬似す

る法律関係 として,個々の債権者の事情を考慮

せず画一的 ･集団的な処理を図ることを目標 と

すべきことになるものと思われる｡

また,｢要綱｣においても末だ検討事項 とし

て残 されている,支払不能ルールの内容の確定

ち,全銀型記録機関の下での電子記録債権の利

用法に大きく影響 して くる可能性がある｡

すなわち,｢要綱｣は ｢電子記録債権の信頼

性および流通性を確保するため,『支払不能』

となった利用者 (以下 ｢支払不能利用者｣ とい

う｡)の排除を目的に,記録機関において ｢支

払不能｣情報の登録および当該情報の参加金融

機関による共有を行 うこととし,支払不能利用

者に対 して一定のペナルティを独禁法に抵触 し

ない範囲で課する｣ とし,具体的には支払不能

事由として (∋支払資金不足 ② 支払資金不足

以外で資金引落 しができなかった場合,の2類

型を掲げ,現行の手形交換所における不渡届 ･

不渡異議の制度に概ね準 じる制度 を用意 し,

｢支払不能情報センター｣での情報共有をし,

支払不能利用者へのペナルティとしては,銀行

取引停止か,次善の策 として電子記録債権の利

用停止 を課す ことを検討す るもの としてい

る74)｡これは法制定過程で国会において ｢債
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権の期限に支払えない債務者への対応措置の検

討を行うこと等により取引全体の安全性 と健全

性の確保に努めること｣との附帯決議75)がな

されていることへの対応であると思われる76)0

仮に現状の不渡ルールと同様に銀行取引停止

措置を伴 う厳 しい支払不能ルールが通用される

こととなれば,このルールを事実上の支払強制

手段 とすることを見込んで,実質的には保証目

的で電子記録債権を利用する貸金業者等も出現

することも想定される｡しかし,そのような手

段 として用いられることとなった場合には,融

通目的で振出 ･裏書がなされた手形 と同様に,

無因債権 としての性質をどの程度まで貫徹させ

るべきかについて,特に本稿では検討 しなかっ

た電子記録保証の独立性 (法33条 1項) との

関係も含めて,商業手形 とは別異の利益衡量が

必要になる可能性もある｡

このように,同じ ｢要綱｣の下にあっても,

その利用の仕方についてはなお未確定な部分が

多い｡したがって,ほとんどの問題については

暫定的な結論にしか至ることができなかったが,

問題へのアプローチの方向については,本稿に

おいてある程度の見通 しをつけることはできた

のではないかと考える｡今後,より具体的なシ

ステムの姿が明らかになった時点で,再考すべ

き点や新たな論点につき論 じることとしたい｡

注

1) 経済産業省 ･電子債権を活用 したビジネスモデ

ル検討WG報告書 ｢電子債権構想一IT社会にお
ける経済 ･金融インフラの構築 を目指 して-｣

(平成 17年4月13日)｡金融審議会金融分科会情

報技術革新 と金融制度に関するワーキンググルー

プ (座長メモ)｢金融システム面からみた電子債

権法制に関する議論の整理｣(平成 17年7月6
日)

2) 全国銀行協会 ｢電子記録債権の活用 ･環境整備
に 向 け て｣http://www.zenginkyo.or.jp/news/
2008/03/18160000.htm1

3) 全国銀行協会 ｢電子債権記録機関要綱｣(平成

21年3月)http://www.zenginkyo.or.jp/news/
entryitems/news210324｣.pdf
4) 始関正光 -高橋康文 ｢電子記録債権 の解説

(1)｣NBL863号 10頁参照

5) たとえば原因取引が解除された後にまで,当該
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原因取引の解除につき帰責事由のある当事者でも

ある手形所持人が ｢手形の無因性｣を盾にとって,

当該取引の決済のために交付された手形への支払

いを強制 したとすると,債務者は,既に相手方の

責に帰すべき事由により解除した契約の決済を強

制されたのと同じ結果となる｡法律構成は種々考

え得るが,この場合の手形所持人による支払強制

を正当とするような解釈理論は,誤 りと言って良

かろう｡

6) ただし,強迫による手形振出や制限行為能力者
の扱い等,細かい点については議論の余地がある｡

7) いわゆる ｢手形理論｣に関する論争は,この結

論自体は承認 しつつ,手形債権の発生原因に関す

る法律構成 と整合的にこの結論を導 くための理論

的枠組みをどう構築すべきかについての論争であ

る｡

8) ただし,手形振出人の署名 (記名捺印)が無権

限の者による署名 (無権代理署名 ･偽造署名)で

あり,かつ手形交付の直接の相手方 (受取人)が

無権限署名であることにつき悪意であった場合に

ついては,判例では一貫 してこれを第三者にも対

抗できる抗弁 (物的抗弁) として扱われている｡

したがって,原因取引において債務者企業から有

効な授権をされていない者 と取引の相手方 とが共

謀 しているような場合,その一環 として振 り出さ

れた無権代理署名や偽造署名のある手形について

は,むしろ当該手形の取得者にリスク負担させる

判例が最高裁によって積み重ねられてきた｡最判

昭36.12.12民集 15-ll-2756,最判昭39.3.29判時
1135-125,など｡この一連の判例に対 しては,多

くの学説が手形の流通性を阻害するものとして批

判的な立場をとるが,この問題に関する最高裁の

態度は揺るぎないように見える｡

9) 例えば,YがAに対する原因債務支払のため

にAを受取人 として約束手形を振 り出したが,
Aが手形を盗取 されて しまいⅩがこれを所持す

るに至 った としよう｡このとき,YがⅩに手形

金を支払っても,AはYに対する原因債権相当
分の対価 を全 く取得できない｡ したがって,Y

は手形への支払をもってAに対する原因債務を

消滅 させることができず,Aに対する二重払い

を強いられる可能性が生じる｡この二重払い リス

クは,仮にⅩに手形所持の正当権原ありとい う

制度整備がなされた としでも,なおYの手形金
支払拒絶に大きな誘因を与えることになろう｡

10) 手形法 16条 1項 ･同77条 1項 1号により,塞

書連続ある手形を所持する者に手形上の権利が帰

属 していないことを主張する者は,そのことの証

明責任 も負わされる｡｢裏書の連続｣は,手形上

の記載に矛盾 ･欠落がないこととい う外形的 ･形

式的要件を備えさえすれば認められるのに対 して,

手形のように樽転流通することを予定する証券に

ついて,第三者が特定の所持人に至るまでの流通

過程で法的環症があったことの証明負担は相対的

に困難であろう｡すなわち,同条は手形所持人が

権利行使するに際して,所持人に強力な法的地位

を与えていることになる｡ しかし,もちろん第三

者の証明が成功すれば無権利者 と認定されること

もあり得るから,実質的権利 とは異なる法的地位

とい う意味で ｢形式的資格｣と呼ぶのである｡

ll) 手形法 16条2項の適用範囲をめぐっては,学
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説上の争いがある｡同条を動産即時取得 (民法

192条)と同意義の規定と捉える立場では,本文

に挙げたように,手形上の権利が譲渡人に帰属し

てると誤信 して手形を取得した者のみが本条で保

護され得るとするのに対 して (制限説),本条の

意義をより広範に捉えて,手形譲渡行為自体に塀

痕がある (裏書人の代理人として裏書署名した者

に代理権が存しなかった,裏書署名自体が偽造署

名であった,裏書人に錯誤 ･心裡留保等があった,

裏書人が制限行為能力者であった等々)ことにつ

いて善意で手形を取得した者も,本条により救済

され得ると解する立場 (非制限説)が有力に唱え

られている｡前田庸 『手形法 ･小切手法』(有斐

閣 ･1999年)429頁以下参照｡後者の説によるな

らば,形式的資格の制度は,手形債権を処分する

権原のみならず,代理権や行為能力についても軍

症なきものと推定させる機能を有することとなり,

支払受領者の地位をより一層強化するものとなる｡

12) このような解釈が一般に受け入れられている理
由は,単に所持人の無権利を認識 しているだけで

は,所持人が形式的資格を背景にして手形金支払

請求の訴えを提起してきた場合に勝訴し得ないか

らである｡すなわち,形式的資格ある所持人には

手形上の権利が帰属すると法律上推定されている

から,支払を拒む側が所持人への権利帰属を香定

する証明責任を負わされることになる｡ しかし,

善意取得制度の下では,正当な所持人の下から手

形が紛失したり盗難されたりしたことを証明した

だけでは証明責任を尽くしたことにならず,所持

人に至るまでの手形の流通過程で善意取得者が存

在 しないことを証明しなければならない｡この証

明には,所持人の手形取得時における悪意または

重過失の立証が不可欠であり,相当な困難が予想

される｡そこで,一般には,｢所持人の無権利を

容易に証明し得る証拠手段を保持 しているか,ま

たはそのような証拠手段を容易に獲得し得た｣場

合に初めて手形法40条3項における ｢悪意又は

重過失｣の要件に該当して免責的支払ができなく

なると理解されている (詐欺説)｡ただしこの考

え方は,裏を返せば証拠手段を有 している場合に

は真の権利者との関係で応訴義務を課されること

になるが,そのこと自体が不当であるとする有力

な批判も存在する｡後注 (68)参照｡

13) 銀行取引約定書 (ひ故形)6条参照｡(同ひな
形は2000年廃止)

14) 例えば東京手形交換所規則62-65条参照｡
15) ただし銀行取引停止処分については,通用され

た企業の破産原因 (支払停止)となるような強力

な制裁であるため,独禁法上の不当な取引拒絶 ･

取引制限に該当するのではないかについて別途検

討の必要がある｡この点について,下級審判決で

あるが,以下のような判示 (東京高判昭和 58年

11月 17日金法1050号43頁)がなされたことが

ある｡

｢取引停止処分は,正当な理由のない手形,小

切手の不渡 り (その被害者すなわち手形,小切手

によって支払を受けられない者は,金融機関であ

ることもあれば,その以外の手形,小切手の所持

者であることもある｡)の続出は手形制度に対す

る信用を失わしめることから,経済界において広

く行われている手形,小切手による信用取引の重

要性に鑑み,手形,小切手の不渡 りを出した不良

取引者を信用取引の場から一定期間排除すること

により,直接,間接に不渡手形の乱発,横行を防

止して手形,小切手取引の安全を確保 し,その円

滑な運用を担保することを目的 とした制度であ

る｡｣
｢従って,手形交換を行わない手形交換所を想

定できないのと異なり,取引停止処分は手形交換

所にとって理論上絶対的に必要な制度 とい うこと

はできないけれども,それは原告主張の如 く単に

金融機関自身の取引の安全を図る私的な利益保護

のための便宜的な制度ではなく,手形,小切手に

よる信用取引を行 う者 (金融機関も含む｡)全体

のために,経済界において広 く行われている右信

用取引の安全を守り,手形制度の信用維持を図る

という公益目的に資するものとして,手形交換業

務と密接に関連 し,相伴って重要な役割を果たし

ているものということができる｡ しかも,取引停

止処分は独禁法及び適用除外法の制定前手形交換

所の創設当時から行われ,我国経済界において手

形交換業務と並ぶ手形交換所の主要な業務 として

定着した制度であることは顕著な事実である｡｣

｢(中略)右に説示したところからすれば,取引

停止処分制度をもって独禁法の意図する公正な競

争を阻害するおそれのある不公正な取引方法 (第

二条第九項｡一般指定第-号にい う｢不当な取引

拒絶｣)に該当する行為をさせるようにするもの

とはなし難い (同法第八条第-項第五号｡なお同

項第四号にいう ｢不当に制限すること｣に当たる

ともなし難い)ところといわざるをえない (徳

略)｡｣

16) ただし混同による消滅の場合は,支払等記録が

債権消滅の要件 となっている｡法22条 1項｡

17) 電子登録債権法制に関する中間試案 (2006年 8

月)｢第 1総則 ･1電子登録債権の概念｣参照｡
18)166回国会 ･財務金融委員会法務委員会連合審
査会会議録第 1号 (平成 19年 6月 15日 (金曜

日))の以下の質疑応答を参照｡

○寺田政府参考人 先はど申しましたように,法

律構成上は原因債権 とは切 り離された形になって

いるわけでございますけれども,いずれにいたし

ましても,どういう原因で債権をつくるかという

ことは,これは当事者にゆだねられているわけで

ございます｡

他方,では,他の面でのいろいろな規制がおよ

そあり得ないかというと,それはいろいろな行政

上の規制でなさっていただくわけで,債権の構成

としては特に制約は設けない｡ただし,たびたび

御議論になっていますように,この電子債権記録

機関というのは多様なものがございますので,そ

の機関によってはどういうものを受け付ける,ど

ういうものを受け付けないということはあり得る

わけでございます｡

○佐々木 (意)委員 対象として,金銭債権であ

れば何でも含まれる,原因は問わないとい うこと

であります｡そして,債権の流動化が促進される

ということになりますと,さまざまな問題が発生

するのではないか｡私はこれは慎重に扱わなけれ

ばならないとい うふうに思っております｡

例えば,人的抗弁の切断というふうになってお

りますが,一体これはどういう意味でしょうか｡
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これまでの債務者の権利がどう制約されるのか,

お答えいただきたい｡

○寺田政府参考人 これは手形の法律関係で既に

ある概念でございまして,ちょっとA,Bとい う
形で御説明させていただきますと,Aが債権をB
に譲渡するとい う場合に,そのBとい うのはA

の立場をそっくり受け継 ぐのかそうでないのかと

い うことが問題になるわけでございます｡仮に,

そっくり受け継 ぐとい うことにな ります と,A
は債権関係上のいろいろな制約 というものを受け

ているのに,Bはそれをそっくり受けるのかどう

か｡受けるとい うことになりますと,債権を受け

取ったのに,意外に,例えば契約が解除になって

いたとか,同時に,抗弁権があったとい うような

ことで,債権を十分に満足できないことがあるO

そこで,人的抗弁を切断して,前の人がいろいろ

言っても,新 しい債権者はそうい う制約を受けな

いことができる,こういう流通上の便宜を図って

いる概念でございます｡

19)電子記録債権の法的性格の多面性については,
小野傑 『電子記録債権法の理論 と実務』(池田真

郎-小野傑-中村廉平編 ･経済法令研究会 ･2008
年)16-26頁参照｡
20) もちろん,本文のような意図をもって構想され
た記録機関でなければ,｢無因的｣な電子記録債
権の発生は認められないとい うわけではない｡手

形代替機能とは別の意図をもった業務規程の下で

も,無因的債権 とすべきものは当然あり得る｡ し

かし,どのような業務規程であれば ｢無因性｣の

要件 として十分であると言えるかとい う問題につ

いての検討は,他 日を期すこととしたい｡

21) ｢害することを知って｣とい う文言の意義も,
法文上は明らかではなく,解釈に委ねられている

が,これはいかなる法律関係を,どのような根拠

により ｢人的関係｣ とするかという問題 と密接に

関連する問題である｡詳細については,後述本文

(4-3)(d)参照｡
22) 始関正光-坂本三郎-冨田寛-仁科秀隆 ｢電子
記 録 債 権 法 の解 説 (2)｣NBL864号51頁 注
(22)
23) ｢(記録請求における意思表示について)民法九
十三条ただし書若 しくは第九十五条の規定による

無効又は同法第九十六条第一項若しくは第二項の

規定による取消しは,善意でかつ重大な過失がな

い第三者 (同条第-項及び第二項の規定による取

消しにあってほ,取消し後の第三者に限る)に対

抗することができない｡｣という文言は,記録請

求における意思表示にも民法93条以下の意思表
示の畷症に関する規定が適用されることを前提 と

しなければ,法的効力のない無意味な規定となっ

てしまう｡

24) 始関-坂本-冨田-仁科 ･前注 (22)51頁注
(23)
25) いずれの表意者も,意図的に真意に反する意思
表示をしている点に違いはない｡

26) 始関-坂本-冨田-仁科 ･前注 (24)は ｢(氏
法93条2項は)善意のみを主観的要件 としてお
り (中略),これらについても一律に善意 ･無重

過失を要件 とすると,規程の文言上は,かえって

第三者を保護するための要件が厳 しくなってしま

うように見えてしまうこと｣を立法理由の一つと
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して挙げているが,これも本文で述べたような立

場からの解説であると考えることができる｡

27) 前注 (ll)参照｡
28) 証券が占有可能な形態で存在 しないので,真の
権利者が紛失や盗難によって権利者 としての外形

を奪取されるとい う事態は想定することが著 しく

困難である｡

29) 始関正光-坂本三郎-冨田寛-仁科秀隆 ｢電子
記録債権法の解説 (4)｣NBL866号48頁
30) 始関-坂本-富田-仁科 ･前注 (29)注 (33)
は,｢(法 19条 1項の)適用範囲は手形の善意取
得規程 と同じであるべきと考えられる｣ とした上

で,本文の問題は解釈に委ねられているとする｡

31) 本文のような解釈が妥当なのだとすると,譲渡

行為の軍症については,単にその場癌の原因たる

事実に付き譲受人が善意かつ無重過失であるとい

うだけで法 19条 1項により戦痕が治癒されて し
まうのに,発生記録請求における意思表示や代理

権の塀症については,少なくとも発生記録の当事

者 (電子記録債権の債務者 と最初の債権者) との

間では民法が適用されるとい う不均衡が生 じる｡

こうした不均衡の当否については,記録機関 ･参

加金融機関 ･利用者の三者の間で,記録請求にお

ける本人確認や権限の確認,あるいは真意の確認

などの手続がどのようになされ,またその情報が

意思表示の相手方にどのように伝達されることに

なっているかまで確認 したうえで検討すべきであ

る｡この間題については,節を改めて論ずる｡

32) 前注 (2)参照｡

これ とは別に三菱東京UFJ銀行および三井住
友銀行も電子債権記録機関を設置,または設置を

検討中とのことであるが,これは一種の一括支払

システムとして利用することを予定するもののよ

うであり,手形のようにあらゆる預金取扱金融機

関による決済が可能な制度 とすることは想定され

ていないようである｡

三菱東京UFJ銀行のニュースリリースhttp://
www.bk.mufg.jp/news/news2009/pd〝newsO624.
pdf
三井住友銀行のニ ュース リリース http://
www.smbc.co.jp/news/html/j200453/j200453_01.
htm1

33) 全国銀行協会 ｢電子債権記録機関要綱 (中間整

理)について｣(2∝)8年10月)http://www.zenginkyo.
or.jp/news/entryltemS/news201021_3.pdf
34) 全銀協 ･前注 (3)1頁
35) 全銀協 ･前注 (3)5ト52頁
36) ｢要綱｣における利用契約締結の要件の詳細は
以下の通 りである｡全銀協 ･前注 (3)4頁｡

【属性要件】

･法人または事業を営む個人であること｡

･本邦居住者であること｡

･反社会的勢力に属するなどの利用者 としての適

格性の問題がないこと

【経済的要件】

･参加金融機関に,電子記録債権の決済を行 うた

めの決済口座を開設 していること｡

･電子記録債務者 (譲渡時の担保責任を除 く｡以

下本項目において同じ｡) としての利用につい

ては,当座預金口座の開設に準 じた参加金融機

関による審査により承諾されること｡
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【利用資格要件】

･電子記録債務者 としての利用については,機関

による債務者利用停止措置中でないこと｡

37) ｢要綱｣においでは,法87条 1項 1号による記
録事項開示請求については,開示理由が示されず

とも電子記録債権名義人に対 してオンラインによ

り記録事項を開示をするものとされている｡全銀

協 ｢要綱｣別紙 Ⅱ5-20 http://www.zenginkyo.
or.jp/news/entryitems/news210324_2.pdf
また,譲受人になろうとする者

38) 全銀協 ･前注 (3)17-18頁
39) 全銀協 ･前注 (3)22頁
40) 全銀協 ･前注 (3)22頁 ･13-14頁参照
41) 全銀協 ･前注 (3)23-24頁
42) 記録機関がする保証記録の内容は次の通 りであ
る｡全銀協 ･前注 (3)26-27頁｡
(D保証する旨,(参保証人の氏名/名称 ･住所 (刺

用者 DBから自動入力),(参主たる債務者の氏名
/名称 ･住所,その他主たる債務を特定するため

に必要な事項 (保証対象債権の発生記録から自動

転記),(彰電子記録の年月日,⑤保証人の属性

(利用者DBから自動入力),(む債権者-保証人間
の紛争解決方法 (裁判管轄は業務規程で固定)

43) ただし,利息制限法3条との関係で,本文の設
例のように電子記録債権の金額から一定額を割 り

引いた金額だけを交付 して対価 とする電子記録債

権の譲渡および電子記録保証の発生について,そ

の原因関係は電子記録債権の売買であるとする契

約があるにも拘わらず,裁判所によって,この割

引額は消費貸借の利息であるとみなされれて利息

制限法の規制の下に置かれる可能性がないかは,

別途検討の必要があるだろう｡

44) 大垣尚司 ･前注 (19)108頁以下参照｡
45) 手形法 12条2項で一部裏書が無効 とされるの
は,一般に,手形上の権利が証券 と不可分な形で

結合しているからであると考えられている｡大隅

健一郎-河本一郎 『注釈手形法 ･小切手法』(有

斐閣 ･1977年)152頁｡
46) 大垣尚司 ･前注 (44)106頁参照
47) 全銀協 ･前注 (3)13頁
48) 全銀協 ･｢電子債権記録機関要綱｣の概要 (辛
成 21年3月)
http://www.zenginkyo.or.jp/news/entryitems
/news210324_3.pdf
49) 全銀協 ･前注 (3)19頁
50) 同前
51) 大垣 ･前注 (44)109頁
52) もっとも,電子記録債権の金額を分割による効
用を得られる場合を想定すると,商取引の決済の

ために発生記録がなされた電子記録債権を譲渡す

るとい う商業手形割引型の利用がなされる場面よ

り,発生記録の当初から電子記録債権を細分化 し

て投資家に再譲渡することを予定 して電子記録債

務者に貸付をする,いわば市場間接金融型の利用

がなされる場面の方が想定 Lやすいかもしれない｡

ただしそのような債権は,これを取得する投資家

に対 して金額に応 じた均等なリスク･ベネフィッ

トの構造を提供 していなければならないはずだが,

｢全銀行型｣債権記録機関では手形 と同様に極め

て限定された事項 しか記録が許されていないので,

いわゆるコヴェナンツは債権記録 とすることがで

きず,電子記録債権の外での約定に留まらざるを

得ない｡そうすると,単に分割後の電子記録債権

の譲渡記録をするだけではなく,コヴェナンツを

含む原因関係 (消費貸借契約)上の債権を投資家

に譲渡する手続も別途必要 となるし,例えば財務

制限条項に抵触 して繰 り上げ弁済がなされるべき

場合でも,債務者の指定参加金融機関が主体的に

繰 り上げ支払の手続をとるのではなく,債権者が

個別に,例えば債務者を譲受人 とする譲渡記録請

求をするなどの手続 を利用する (｢別紙｣Ⅱ3-

8)などの手法を通 じて電子記録債権の決済を実
現させねばならないなど,敢えて電子記録債権を

利用するメリットを見出すのは難 しくなってしま

うと思われる｡

53) 全銀協 ･前注 (3)16頁
54) 全銀協 ･前注 (37)｢要綱｣別紙Ⅱ4-2参照
55) 同前
56) 同前
57) 全銀協 ･前注 (3)4頁
58) 電子記録債権への支払時以前に,A-Y間で電
子記録債権をもって原因債権への弁済に代える趣

旨の代物弁済契約が結ばれていれば,その効果 と

して原因債権は消滅する｡ しかし,代物弁済の合

意がない場合には,電子記録債権の発生をもって

原因債権の本旨弁済と解することができない以上,

電子記録債権の発生後も原因債権は存続すると考

えざるを得ない｡

59) 手形における ｢無担保裏書｣と同様に,保証記
録請求を行わないで譲渡記録請求だけを行 うこと

がシステム上可能 とされるのかは ｢要綱｣の文言

だけからは不明であるが,仮にそのような請求も

なし得るとするとしても,実際には例外的にしか

なされないものと思われる｡

60) このとき,必ずしも原因債権の金額 ･サイ トと
同一条件にしなければならないわけではないが,

原因債権 と比較 して特に債務者に有利な内容 とす

るのであれば,債権者の利益 とのバランスをとる

ために原因債権 と電子記録債権の行使の順序を制

限しない (電子記録債権の支払期 日前に原因債権

について履行催告をしても良い)こととするか,

反対に原因債権 も平伏を合わせて一部免除や弁済

期繰 り下げをするかなどについて,何らかの交渉

があるものと想定するのが合理的であろう｡

61) 全銀協 ･前注 (3)13-14頁 ･同16-22頁参照
62) 始 関 -坂本 -冨 田 -仁科 ｢解説 (4)｣前注
(29)49頁,粟田口太郎 『電子記録債権法の理論
と実務』62頁,
63) 河本一郎 ｢手形法における悪意の抗弁｣民商法
雑誌36巻4号 525頁以下 (1958年)
64) 手形法 17条但書の解釈 として,そもそも河本
フォーミュラが現行法の下で確乎たる判断基準と

なっているのかということ自体についても疑問は

提出されているが,本稿ではその間題には立ち入

らない｡川村正幸 『手形抗弁の基礎理論』(弘文

堂 ･1994年)55頁参照｡
65) 高窪利一 『現代手形小切手法』(経済法令研究
会 ･1988年)385頁参照｡
66) 本文で述べたことは,Ⅹが分割記録に係る電
子記録債権を取得 した場合であっても同様である｡
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